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A Study of Factors Affecting the Work Attitudes of National University Staff 

-Focusing on the differences in temperament between different recruitment methods-

Yuya HORIKAWA

　The purpose of this study is to examine whether the temperament of human resources and their treatment after joining a national 

university differ depending on recruitment methods. The study focused on differences in recruitment methods, analyzing data obtained 

from a nationwide survey of university administrative staff. The results revealed the following. First, although gender, age, initial place 

of employment, and motivation for joining the company differed depending on recruitment methods, treatment after joining the company 

did not differ significantly. Second, as the number of years of service increased, the degree of increase or decrease in work awareness 

differed on the basis of recruitment methods. Third, the factors acting on attitudes toward work and awareness of continuing to work as an 

employee differed according to recruitment methods, as did the strength of the effect.
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１．問題意識と目的

2003年に国立大学法人法が制定されたことにより，
2004年４月以降は国立大学が法人化し，各種規制が緩
和されたことにより，各大学は自分達の判断で大学の

運営を行うことになった１）。その後，中央教育審議会

の学士課程答申では，大学職員の職能開発が重要な論

点として取り上げられた２）。これは，大学が担うべき

役割，教職員が対応すべき事柄が増えてきており，教

職員や大学全体を取り巻く環境が大きく変化してきて

いるということを表している３）。このような変化の流

れを受け，今後の国立大学法人を支えるための大学職

員を確保することがこれまで以上に重要となる。国立

大学職員の採用方法について，分部（2020）によると，
法人化前までは「国家公務員試験」により大学職員の

採用が行われていたが，法人化後は国家公務員試験を

改変した「統一採用試験」による採用が実施されてい

る。また，公務員試験に近い統一採用試験と並行して，

民間企業に近い採用方式である「独自採用試験」も導

入し，入職ルートを増やすことで優秀な人材を確保し

ようとしている大学も増えてきている４）。

このような動きは，対応すべき業務の幅が広がった

ことを受けて，それに耐えうる多様な人材を確保する

ために，入職経路そのものを複線化させようとした大

学側の対応であると理解することができる。ただ，こ

うした入職経路の複線化の効果に関して，わかってい

ることは少ない。入職経路を複線化することは，本当

に多様な人材の流入につながるのか。「独自採用試験」

と「統一採用試験」のように，複数の入職ルートを併

用することによって，大学に採用される人材群にどの

ような意味での多様性が発生しうるのか。採用活動で

確保した人材の性格や仕事への向き合い方の違いに

は，実際のところどのような違いが生じているのか。

こうした点について，必ずしも十分な検討がなされて

いないのではないだろうか。



58 東京大学大学院教育学研究科紀要　第  61  巻　2021

そこで本稿では，国立大学職員として採用された人

材に着目し，国立大学職員の採用方式（統一採用試験・

独自採用試験）ごとに，入ってきた人材の性質や入職

後の処遇の違いを示した上で，仕事への向き合い方や

モチベーションへの影響の違いを明らかにすることを

目的とする。さらに，それをもとに今後大学に必要な

人材を確保するために効果的な手法を提案する。

２．先行研究

本章では，まず統一採用試験と独自採用試験の導入

経緯やそれぞれの役割の違いについて検討した上で，

組織が採用を行う目的と関連させつつ説明する。そし

て，現状行われている大学職員採用の効果に着目した

研究を踏まえて，本稿でどのような研究を進めていく

べきか明確にする。

Ａ．統一採用試験と独自採用試験について

統一採用試験と独自採用試験における選考形式の違

いや，各試験の導入の理由などについて，インタ

ビュー結果をもとにまとめている分部（2020）による
と，法人化以前，国立大学で働く職員は一般職国家公

務員として，国家公務員採用試験Ⅱ種・Ⅲ種試験合格

者から各大学での面接を経て採用されていたが，法人

化後は，人事院が実施する国家公務員採用試験は，「国

立大学法人等職員採用試験」に移行して継続されるこ

ととなった。この試験が現在の統一採用試験である

（以下統一採用試験と表記）５）。

統一採用試験と法人化前の国家公務員試験との違い

として，菊池（2010）では，１．学歴要件がなくなっ
たこと，２．試験実施の地域区分が９地区から７地区

になったこと，３．国籍の制限が緩和されたこと，４．

最終的な合格を決定する権限は各大学にあること，５．

一次試験の筆記において専門科目が事務区分の者に課

されなくなったということの５点が挙げられてい

る６）。専門科目を課さなくなった理由としては，菊池

（2010）の行った関東甲信越地区国立大学法人等職員
採用試験事務室の関係者インタビューによると，法律

や経済を学んできた人以外にも幅広い属性を持った受

験者を確保する必要性があると認識されていたためで

ある７）。このことから，国家公務員試験から統一採用

試験への改変は，これまでに採用できていなかった性

質の人材を確保することが理由の一つであることがわ

かる。

統一採用試験と並行して，一部の大学では独自採用

試験も導入された。上杉（2009）によると，独自採用
試験の導入理由としては，１．学内教員から公務員で

なくなったのになぜ公務員試験のようなものをするの

かという疑問が上がっていたこと，２．統一試験だと

公務員を志望しているグループの中から大学に関心の

ある者を選ぶこととなり，今後の法人業務の担い手と

してこの試験だけでは不十分だと感じたこと，３．統

一試験で採用した者の外国語能力が期待できないこと

の３点が挙げられている８）。また，当時の民間企業の

採用活動は４月に集中していたため，４月に選考を行

うことで民間企業志願者グループの中からチャレンジ

精神や独創性や企画力に優れた者を採用するという狙

いがあった９）。

また，分部（2020）によると，独自採用試験を実施
する理由として，１．公務員志望者層以外の良質な人

材の獲得，２．統一採用の年齢制限を超えた者の採用，

３．職務経験者の採用の３つがあることが調査の結果

明らかになっている10）。このことから，独自採用試験

によりこれまでの選考方式では採用できなかった多様

な人材を確保することが意図されていることがわか

る。

これらの先行研究から，統一採用試験・独自採用試

験の両方が，これまで大学で採用できなかった多様な

人材を確保することを目的としていることがわかる。

しかし，統一採用試験と独自採用試験を通して，実際

に多様な人材が確保されているのかは明らかになって

いない。

Ｂ．採用の役割について

服部（2016）によると，組織の目標を達成するため
に必要な人材を確保する手段としては，「採用」と「育

成」の２つがある。優秀な人材を確保するという目的

を達成するために，組織では，人材を外部から採用す

るか，そのような人材を内部で育成することとを使い

分け，組み合わせている11）。つまり，採用と育成の両

方をうまく組み合わせて，組織に必要な人材を確保し

ていくことが重要である。適切な育成戦略を構築して

いくには，採用された人材がどのような性質を持って

いるかについての情報が必要となるため，まずは採用

によってどのような人材が確保されているのかに着目

することが重要である。

Ｃ．採用の効果に着目した研究について

大学職員採用の効果に着目した研究の一つとして

は，木村（2020）がある。ここでは，新人職員の各種
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能力にかかる人事部満足度について，職員全体との比

較も踏まえながら，その実態が明らかにされており，

採用により高度な能力を備えた国公立大学職員の確保

ができているのかどうかを人事部の満足度で検証して

いる。その結果，「第一に，語学力，企画立案力，リー

ダーシップは，世代を問わず満足のいく水準に達して

いない。第二に，採用・育成施策だけでは，新人職員

の能力を向上させる上で限界がある。そして第三に，

大学職員を育成する上では，入職後の早い段階から，

自身のキャリアの方向性を考えさせることや，通常業

務の域を超えた業務に従事させることが重要である。」

（P.1）という３点が明らかになった12）。

また，国立大学財務・経営センター研究部（2007）
では，人事担当理事への調査で，大学職員の能力につ

いて，企画立案能力，対外的折衝能力，情報処理能力，

外国語能力のいずれも能力・人数共に十分ではないこ

とを示している13）。これらの研究を踏まえると，現状

の大学職員採用・育成活動は必ずしもうまくいってい

るわけではないため，大学職員採用や育成に関する研

究の集積が必要であることがわかる。また，採用され

た職員を直接分析した研究は十分ではないので，今回

は採用された職員に着目し，人材が採用方式ごとにど

のような性質を持っているのかについて分析する。

３．研究の方法

本研究では，国立大学職員の採用方式に注目し，そ

れぞれの採用方式を経て入職してきた人材の性質や処

遇に違いは生じているのかを示した上で，各人事施策

の影響の違いについても明らかにする。上記を明らか

にするためには，採用された人材自体に注目し，人材

の性質や人事施策や意識の関係性を明らかにする必要

がある。これらの理由から，今回の調査は，科学研究

費補助金・挑戦的研究（萌芽）『大学の事務組織の業

務改革に関する実証的研究』（2020－2022年度，研究
代表者：両角亜希子）の補助を得て行った14）。同調査

は，全国公私立大学（1544大学の本部・学部4632名）
に対して郵送法で実施され，最終的に1983名の国公私
立大学職員から回答が得られている。本研究では，国

立大学職員（414名）のうち，採用経緯が「国立大学
法人等職員統一採用試験」（198名）と「大学の独自採
用」（50名）のデータを使用する。なお，独自採用試
験は実施している国立大学に偏りがあるため15），今回

得られたサンプルにも偏りが生じている。しかし，独

自試験採用者と統一試験採用者の情報を均等に収集し

たデータはないため，今回使用するデータを基に分析

を行うことは意味のあるものであると考える。

次節では，これまでの議論を踏まえた上で，「統一

採用者・独自採用者の間で，採用された人材の基本属

性や入職後の処遇に違いはあるか」，「統一採用者・独

自採用者の間で，就労意識への影響に違いが生じてい

るのか」の２つを研究課題として，入職してからの時

系列に沿って，下記の２点に着目した分析を行う。

第一に，採用された人材の基本属性及び処遇の違い

である。「統一採用試験」での採用者（以下「統一採

用者」と表記）と，「大学の独自採用」での採用者（以

下「独自採用者」と表記）について，性別や年齢，入

職動機，他機関での勤務経験等に違いが生じているの

かを分析し，採用方式ごとに何らかの性質が違う人材

が確保できているのかを明らかにする。さらに，採用

後の配属先の違いも分析し，採用方式ごとの処遇に違

いが生じているのかも明らかにする。

第二に，就労意識への影響要因に関する違いであ

る。組織で貢献する人材は，仕事に対してポジティブ

な意識を持ち，今後も同じ組織で働きたいと考える人

材が必要である。このような意識が勤続年数を経てそ

れぞれの採用方式ごとにどう変わっていくのか，何が

それらの意識に影響を与えているのかについて分析

し，採用方式ごとの影響の違いを明らかにする。さら

に，上記を踏まえ，統一採用者と独自採用者で，どの

ような意識の違いが生じているのかについても分析す

る。

以上の分析を次節の項で行いつつ，それらの結果を

踏まえて全体的な考察を行う。

４．分析結果と考察

Ａ．採用された人材の基本属性及び処遇の違い

本項では，統一採用者及び独自採用者において，基

本的な属性や入職後の処遇に違いが生じているのかを

明らかにする。具体的には，性別・年齢・最初の就職

先・入職動機に着目し，基本的な属性の違いを分析し

た。さらに，勤務している大学での職務に着目するこ

とで，統一採用者と独自採用者の間に処遇の違いがあ

るかどうかについても分析した。性別・年齢・最初の

就職先・勤務している大学の職務については，χ2検
定を行い，採用方式ごとの割合に有意な差があるかど

うか調べた。入職動機については，「自分の専門性や

経験を活かせるから」という項目の回答（１．あては

まらない，２．ある程度あてはまる，３．よくあてはま
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る）について，平均値の差の検定を行い，採用方式ご

との平均値に有意な差があるかどうかを調べた。

表１は，各採用者の性別構成比をまとめたものであ

る。表からわかるように，独自採用者の女性比率が統

一採用者より高くなっていることがわかる。この理由

としては，各大学が独自採用の方で女性従業員を積極

的に採用する戦略をとっている可能性が考えられる。

近年は従業員の男女比率の格差をなくすことが重要視

されているため，各大学で柔軟な採用戦略を立てるこ

とのできる独自採用を利用して女性を積極的に採用す

る手法をとっている可能性が考えられる。

表２は，各採用者の年齢構成比の違いであり，統一

採用者と独自採用者の年齢構成比には違いがあること

がわかった。年齢の違いについては，各採用手法の実

施開始時期や募集要件の違いが要因として考えられ

る。分部（2020）によると，統一採用試験は国立大学
が法人化した平成16年度に全国立大学で一斉に導入
され，独自採用試験は東京大学において平成17年度に
導入されてから，職員採用に問題意識を持った一部の

国立大学で少しずつ導入されており，全ての国立大学

で導入されているわけではないという違いがある16）。

統一採用試験の募集年齢の制限は一律で30歳までで
あることに対して17），独自採用の募集年齢の制限は各

大学によって大きく異なる。そのため，独自採用試験

の方が比較的採用試験としての年次が浅く，募集要件

が多様であることが年齢構成比に差が出た要因である

と考えられる。

表３では，各採用者の最初の勤務先をまとめたもの

である。同表から，統一採用者の方が他機関での勤務

経験がない職員である割合が高く，独自採用者は統一

採用者より他機関での勤務経験を持った人材が多いこ

とがわかった。採用方式ごとに勤務経験に違いが生じ

る理由としては，採用方針の違いが挙げられる。冒頭

で言及したように，独自採用はこれまでに採用するこ

とができなかった人材を確保することを目的として導

入されているので，大学ごとに勤務経験の有無や年齢

などに関する制限が異なる。それらの違いが最初の勤

務先の違いとして現れたのではないか。

表４は，各採用者の入職時における意識の違いであ

り，独自採用者の方が自分の専門性や経験を生かした

働き方を希望していることがわかった。このような差

が生じた理由として，独自採用者は民間企業を併願先

として入職したため，大学においても，民間企業のよ

うに自分の能力や経験を生かした働き方を希望する意

識を持った人材が集まりやすい可能性が考えられる。

表５は，各採用者がどのような業務に従事している

かをまとめたものであり，どちらの採用者も総務・人

事業務に従事している割合が高いが，それぞれの採用

方式で従事している業務に有意な差はなかった。この

ことから，統一採用者と独自採用者で入職後の処遇に

違いはなく，どちらも入職後はほとんど同じような職

務に従事していることがわかった。

これらの分析から，性別や年齢などのデモグラ

フィックな性質に加え，就業経験や働き方の志向につ

いても異なる属性を持った人材が確保されており，各

採用方式により得られた人材の基本属性には差がある

部分も存在することがわかった。しかし，入職後の処

遇はそれぞれの採用方式で違いはないため，異なる属

性を持った人材を活用できていない可能性があること

がわかった。

表１　採用方式ごとの性別構成比

表２　採用方式ごとの年齢構成比

表３　最初の勤務先の違い
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Ｂ．仕事に対する意識の影響要因に関する違い

前項で，採用方式ごとに異なる属性を持った人材が

確保されている一方で，入職後の処遇に違いがないこ

とを明らかにした。では，入職後同じ経験を積んでい

く中で，統一採用者・独自採用者の仕事に対する意識

や職員を続けたい意識への影響に違いは生じるのか。

仕事に対する意識は，「どのような仕事にも前向きに

取り組む」，「仕事の効率化に積極的に取り組む」，「前

例のない仕事も積極的に提案する」という３つの項目

の回答（１．あてはまらない，２．あまりあてはまらな

い，３．ある程度あてはまる，４．よくあてはまる）を

もとに分析し，職員を続けたい意識は，「大学職員を

続けたい」，「現在勤務する大学で今後も働きたい」と

いう２つの質問の回答（１．そう思わない，２．あまり

そう思わない，３．ある程度そう思う，４．そう思う）

をもとに分析した。

採用方式ごとの影響の違いを明らかにするために，

まずは勤続年数が増えるにつれて，仕事に対する向き

合い方や職員を続けたい意識がどう変化しているのか

について，χ2検定を行った。次に仕事に対する意識

や職員を続けたい意識が統一採用者と独自採用者全体

で変わるかどうかについて，平均の差の検定を行っ

た。χ2検定の結果，仕事に対する向き合い方につい
ては，各採用者で変化の仕方に違いがあることがわ

かった。

表６は，独自採用者の仕事に前向きに取り組む意識

が勤続年数を経てどう変化するかが分析されており，

表７では，独自採用者が仕事の効率化に取り組む意識

が勤続年数を経てどう変化するかが分析されている。

分析の結果，いずれも勤続年数が３年未満の職員より

３年以上の職員の方が，意識が低くなっていることが

わかった。これは，独自採用者の併願先が民間企業で

あり，大学に対しても民間企業のような風通しの良さ

や変化に寛容な組織文化を期待し，入職している一方

で，実際の大学組織の変革性が高くないことにギャッ

プを感じ，表で示したような意識の低下に繋がってい

るのではないかと考えられる。

表８では，統一採用者が前例のない仕事に積極的に

提案する意識が勤続年数を経てどう変化するかが分析

されており，勤続年数が３年未満の職員より３年以上

表４　入職動機の違い（平均値）

表５　現在従事している職務の違い

0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%

(N=196) (N=50)

表６　仕事に対する意識の変化①
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の職員の方が，前例のない仕事に積極的に提案する意

識が少し高くなっていることがわかった。これは，統

一採用者の併願先は公務員であり，大学組織に対して

公務員組織と同じようなイメージを持っているので，

独自採用者ほど期待が高くならず，結果として入職後

に良い意味でギャップを感じている場合があるのでは

ないか。

表９では，仕事に前向きに取り組む意識，効率化に

取り組む意識，前例のない仕事に積極的に取り組む意

識，大学職員を続けたい意識，今の大学を続けたい意

識の高さが，各採用者で異なるかどうかについて分析

したものである。前向きさ，効率化の意識は統一採用

者の方が高く，前例のない仕事への提案，大学職員や

今の大学を続けたい意識は独自採用者の方が高いが，

いずれの項目にも有意な差が見られなかった。統一採

用者と独自採用者で採用後の処遇に違いがないことを

考慮すると，時間を追うごとに統一採用者と独自採用

者の差がなくなってしまっている可能性が考えられ

る。また，統一採用者と独自採用者で仕事に対する意

識の変化に違いがあることを考慮すると，各人事施策

による影響も採用方式ごとに異なるのではないだろう

か。

次に，各人事施策による仕事に対する意識と職員を

続けたい意識への影響は統一採用者と独自採用者でど

のように異なるのかを検証する。年齢・勤続年数・性

別・転職経験の有無などの条件をダミー変数で統制

し，経験した職場の数，自分の能力が生かされている

感覚，日常業務からの成長実感が統一採用者と独自採

用者で仕事に対する意識と職員を続けたい意識にどう

異なる影響を及ぼすのかを示すため，交互作用項を作

成した上で強制投入法による重回帰分析を行った。そ

の結果，各重回帰式の自由度調整済決定係数とＦ値お

よびその有意確率（ p ），各独立変数の標準化偏回帰
係数（β）とそれらの有意確率をまとめたものが表10
である。まず，同表に示したＦ値より，全ての式にお

いてモデル全体としての適合性が認められた。そし

て，本分析の主目的である各人事施策による採用方式

ごとの影響の違いを確認すると，独自採用者のみ経験

職場数が増加すると，仕事への前向きさ，効率化の意

識，前例のない仕事に取り組む意識に有意な負の影響

を与え，職員を続けたい意識に有意な正の影響を及ぼ

すことがわかった。また，自分の能力が生かされてい

る感覚を高めることは，独自採用者及び統一採用者と

も大学職員を続けたい意識，今の大学を続けたい意識

に有意な正の影響を与え，独自採用者の方が統一採用

者よりもその影響が強いことがわかった。これらの影

響の差をグラフ化したものが表11である。さらに，自
分の能力が生かされている感覚が高まると，統一採用

者は仕事への前向きさ，効率化の意識，前例のない仕

事に取り組む意識にも有意な正の影響を与えることが

わかった。日常業務から成長している実感が高まる

と，統一採用者のみ仕事への前向きさ，効率化の意識，

表７　仕事に対する意識の変化②

表８　仕事に対する意識の変化③

表９　仕事に対する意識の違い（平均値）



63国立大学職員の就労意識への影響要因に関する研究

大学職員を続けたい意識，今の大学を続けたい意識に

有意な正の影響を与えることがわかった。

経験職場数が増えることの影響について，独自採用

者の方が統一採用者よりも仕事の向き合い方へ負の影

響が強い理由は，勤務先としての大学の捉え方の相違

が原因であると考えられる。独自採用者は民間企業が

併願先なので，大学にも民間企業のような風通しの良

さや変化に対する寛容性を求めているが，大学職員組

織としては依然として公務員寄りの意識が残っている

ため，統一試験採用者よりも入職後にギャップを感じ

やすく，結果として経験職場数が増えるにつれて職場

の悪い影響を受け，独自採用者の方が仕事に対する積

極性が失われ，職員を続ける意欲が少し高まる状態に

なっている。これは，経験職場数が増えることで，仕

事に対する積極性はないが職員を辞める気もないとい

う，意欲の低い大学職員に性質が近くなっているので

はないかと考えられる。

自分の能力が生かされている感覚が高まることの影

響について，独自採用者の方は職員を続けたい意識に

のみ有意な正の影響があり，統一採用者よりもその影

響が強かったことや，統一採用者は職員を続けたい意

識に加え，仕事への向き合い方にも有意な正の影響が

あった。これは，独自採用者は元々入職の段階で自身

の専門性や経験を生かした働き方を希望する傾向に

あったため，自身の能力を生かした働き方ができるよ

うになることでその働き方が満たされ，職員を続けて

いこうという意識に繋がりやすかったのではないかと

考えられる。一方で，統一採用者は，職場に変革性や

風通しの良さなどをあまり期待していないので，自分

の能力を生かした働き方ができるようになることは，

表10　統一採用者と独自採用者の重回帰分析

表11　交互作用項の傾きの違い
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良い意味でギャップになり，結果として仕事に対する

意識や職員を続けたいという意識に有意な正の影響を

与えることに繋がったのではないか。

日常業務からの成長実感が高まることの影響につい

ては，統一採用者にのみ仕事への向き合い方や職員を

継続したい意識に有意な正の影響があった。この理由

について，独自採用者は，日常業務からの成長は当然

のものと捉えているため，日常業務からの成長を経験

しても仕事に対する意識や職員を続ける意識に影響が

及ぼされにくい。しかし，統一採用者はそもそも職場

に対する期待が低いことから，日常業務からの成長実

感を経験するだけでも良い影響を受けやすく，結果と

して仕事に対する意識や職員を継続する意識の向上に

繋がったのではないかと考えられる。

上記以外にも，統一採用者と独自採用者で影響の違

いが表れる部分について説明する。組織に対する意識

とそれに付随した行動について，平均値の差の検定を

行った結果が表12である。この分析から，統一採用者
の方が独自採用者よりも自分の意見が言いやすい職場

であると感じており，統一採用者と独自採用者で組織

の捉え方に違いがあることがわかった。また，独自採

用者の方が統一採用者よりも学内外の知り合いに積極

的に助言を求める働き方をしており，組織の捉え方の

違いが実際の行動の違いにも結びついていることもわ

かった。

職場に対する意見のしやすさや，仕事の仕方に違い

が表れた理由としては，採用方式ごとに勤務先に求め

る組織風土が異なっている可能性が考えられる。独自

採用者は民間企業を併願先として入職したため，大学

においても，民間企業のような風通しの良さを求めて

いるが，国立大学職員の職場の雰囲気は公務員気質寄

りで，前例踏襲主義かつ変化に対してあまり柔軟性が

ない組織風土である。そして，国家公務員試験を改変

して作られた統一試験での採用者の方が，民間企業と

似た採用方式で採用される独自採用者よりも大学職員

の職場の雰囲気に近い性質を持っている。このこと

が，独自採用者と統一採用者の職場における意見の言

いやすさの差に繋がっているのではないか。また，独

自採用者は，統一採用者ほど職場が意見を言いやすい

雰囲気ではないと感じているからこそ，統一採用者よ

りも学内外の人から積極的に助言を求め，そのギャッ

プを埋める働き方をしているのではないかと考えられ

る。

Ｃ．分析結果まとめと考察

本項では，本節で行った分析の結果をまとめるとと

もに，その結果が生じた要因について，研究課題と照

らし合わせた考察を行う。

「統一採用者・独自採用者の間で，採用された人材

の基本属性や入職後の処遇に違いはあるか」という研

究課題について，性別・年齢の構成比，採用者の最初

の就職先（転職経験の有無など），入職動機には有意

な差がある一方で，入職後は各採用者でほとんど同じ

ような職務に従事していることから，採用された人材

の基本属性に違いはあるが，入職後の処遇に違いはな

いということがわかった。

基本属性の違いは，大学側が独自採用試験を実施す

ることで，これまでの選考方式では採用できなかった

多様な人材を確保することを意図していたことを反映

している。統一試験で採用できていない性別，年齢，

経歴を持った人材を積極的に採用した結果，入職動機

も異なる人材が確保できたものと考えられる。

入職後の処遇に違いがないのは，大学側に人材を活

用していく意識が低いことが理由として考えられる。

国立大学職員の人事異動は，課長職が異動対象の部下

を気に入るかどうかなど，適材適所を主眼にした人事

になっていないことが指摘されており18），採用後の人

材育成が戦略的に行われていない可能性がある。その

結果，独自採用者と統一採用者の属性を考慮しない処

遇を行っているのではないかと考えられる。

次に，「統一採用者・独自採用者の間で，就労意識

への影響に違いが生じているのか」という研究課題に

ついて，分析結果を踏まえ考察する。勤続年数を経た

仕事に対する意識の変化について，独自採用者は，勤

続年数を経るごとに，仕事に前向きに取り組む意識と

仕事の効率化に取り組む意識が低下した。一方で，統

表12　組織に対する意識の違い
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一採用者は，勤続年数を経るごとに，前例のない仕事

に積極的に提案する意識が少し高まった。ただし，全

体で見ると仕事に対する意識，職員を続けたい意識の

高さについて，各採用者の間に有意な差はなかった。

また，経験した職場の数，自分の能力が生かされてい

る感覚，日常業務からの成長実感が仕事に対する意識

と職員を続けたい意識に及ぼす影響は，統一採用者と

独自採用者で異なることがわかった。さらに，独自採

用者の方が統一採用者より職場で自分の意見を提案し

づらいと感じており，学内外の知り合いに積極的に助

言を求める仕事の仕方をしていることがわかった。

これらの結果から，各採用者の就労意識への影響の

仕方は異なっていることがわかった。この違いは，各

採用者で大学という組織に求めるものが異なっている

ことが原因である可能性が考えられる。独自採用者は

民間企業を併願先として入職したため，大学でも，民

間企業のような自分の能力や経験を生かした働き方を

希望しており，組織風土としては，民間企業のような

風通しの良さや変化に対する寛容性を求めている可能

性がある。しかし，国立大学職員は元々国家公務員

だったこともあり，国立大学職員の職場の雰囲気とし

ては公務員気質寄りで，前例踏襲主義かつ変化に対し

てあまり柔軟性がない組織風土である。実際，大学関

係者への意見聴取でも，公務員時代の年功序列が従来

のままであることなどが問題として指摘されてお

り19），依然として公務員気質の組織風土は残ってい

る。そのため，独自採用者は入職後のギャップを感じ

やすく，結果として，職場における意見の言いにくさ

や，ギャップを埋めるための助言を求める働き方や，

異動や勤続年数の増加による仕事に対する意識の低下

などに繋がっている。また，独自採用者は，自分の専

門性や経験を生かした働き方を希望しているので，自

分の能力が生かされている感覚が高まると，統一採用

者以上に職員を続けたい意識に正の影響を与える結果

となった。

一方で，統一採用者は元々組織への期待が高くない

ため，入職後に良い意味でギャップを感じることがあ

り，それが仕事に対する意識の向上に繋がっていた可

能性がある。それにより，勤続年数の増加で仕事に対

する意識が少し高まり，自分の能力が発揮されている

感覚，日常業務からの成長実感の向上が，仕事に対す

る意識及び職員を続けたい意識に正の影響を与える結

果となった。

５．まとめと今後の提案

本研究の目的は，国立大学職員として採用された人

材に着目し，国立大学職員の採用方式（統一採用試験・

独自採用試験）ごとに，入ってきた人材の性質や入職

後の処遇の違いがあるのかどうかを示した上で，仕事

への向き合い方やモチベーションへの影響の違いを明

らかにし，大学に必要な人材確保のために効果的な手

法を提案することであった。本研究では，まずは各採

用方式で入職した人材の基本属性や入職後の処遇につ

いて違いがあるかどうかを調べた。その結果，性別や

年齢や最初の就職先については統一採用者と独自採用

者で構成比に有意な差があり，入職動機についても，

独自採用者の方が統一採用者よりも自分の能力や経験

を生かす働き方を希望している傾向があることがわ

かった。また，入職後の処遇については有意な差がな

く，統一採用者と独自採用者の間で処遇の違いはない

ことがわかった。

次に，各採用方式の仕事における意識や職員を続け

たい意識の変化や，高さの差について分析した。その

結果，勤続年数を経ることによる仕事に対する意識の

変化の仕方は，統一採用者と独自採用者で異なるが，

最終的には仕事に対する意識も職員を続けたい意識に

も有意な差がなくなることがわかった。

上記を踏まえ，各採用方式で仕事に対する意識や職

員を続けたい意識に影響する要因がどう異なるのかに

ついて分析した。その結果，独自採用者は，経験職場

数が増えるごとに仕事への前向きさ，効率化の意識，

前例のない仕事に取り組む意識に有意な負の影響を与

え，職員を続けたい意識に有意な正の影響を及ぼすこ

とがわかった。

また，自分の能力が生かされている感覚を高めるこ

とは，独自採用者及び統一採用者の大学職員を続けた

い意識，今の大学を続けたい意識に有意な正の影響を

与え，独自採用者の方が統一採用者よりもその影響が

強いが，統一採用者は仕事への前向きさ，効率化の意

識，前例のない仕事に取り組む意識にも有意な正の影

響を与えることがわかった。

日常業務から成長している実感が高まると，統一採

用者のみ仕事への前向きさ，効率化の意識，大学職員

を続けたい意識，今の大学を続けたい意識に有意な正

の影響を与えることがわかった。このことから，統一

採用者と独自採用者で仕事に対する意識や職員を続け

たい意識に影響する要因やその強さに違いがあること

がわかった。
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さらに，各採用者の意識や働き方の違いに着目した

ところ，独自採用者は，統一採用者ほど職場を自分の

意見を述べやすい環境であるとは感じておらず，学内

外の知り合いに助言を求める働き方をしていることが

わかった。

これらの違いは，独自採用者と統一採用者が組織に

求める風土の違いが原因であると考えられる。民間企

業のような変化に対する柔軟さと風通しの良さを期待

して入職した独自採用者は，公務員志望の段階で変革

性の低さを理解した上で入職した統一採用者よりも職

場に対するギャップを感じやすく，それが独自採用者

の仕事に対する積極的な意識の低下や意見の言いにく

さに結びついていたのではないか。そして，その

ギャップを埋めるために，学内外の知り合いに助言を

求める働き方を行っていた可能性がある。統一採用者

は，元々大学組織に対する期待がそれほど高くないの

で，自分の能力が発揮されている感覚や，日常業務か

らの成長実感が高まることで，仕事に対する意識や職

員を続けたい意識に良い影響が及ぼされやすかったの

ではないかと考えられる。

このような結果から，今後の大学に必要な人材を育

成していくためには，各採用方式で確保した人材の性

質に着目し，それぞれに合わせた処遇を変えることが

必要となる。例えば，大学組織に対する期待が高い者

に対しては，採用段階でネガティブな情報も含めた現

実的な仕事内容・環境を告知し，大学に対するイメー

ジのギャップを埋めることが重要である。求職者に対

して，悪い情報を含め，歪めることなく誠実に職場に

ついて告知することは，新人の生産性を高め，定着を

促す効果があるので20），ギャップを埋めるための情報

開示は，職員の仕事に対する意識や職員を続けたい意

識の向上にも繋がっていくのではないか。また，現状

の職員の人事異動は，課長職が異動対象の部下を気に

入るかなど，適材適所を主眼にした人事になっていな

いことが問題として指摘されているので21），自分の専

門性や経験を生かした働き方をしたいと考えている人

材に対しては，それに合わせた人事配置をするなど，

処遇を柔軟に変えることで，それぞれの性質を生かし

た人材の育成に結びつけられるのではないかと考えら

れる。他にも，現状人事異動の効果はほとんどプラス

に働いていないことから，まずは組織の風土自体を変

え，職員にとって学びの多い環境に風土を変化させて

いくことも重要である。柔軟に変化に対応でき，風通

しの良い組織風土が作られれば，各採用者の異動によ

る効果も改善し，今後の大学に必要な人材の確保に繋

がっていくのではないか。
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